
国土交通省からのお知らせ・ご案内
最近のトピック（国土交通省報道発表等）
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最近のトピック一覧（オンライン説明会7月期）
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NO 掲示日 トピックのタイトル URL コード

1 令和8年7月10日
宅配便の多様な受取方法の利用率は約31.0%
～前回調査（令和７年10月）に比べ1.1%増加～

https://www.mlit.go.jp/report/press/tok
atsu01_hh_001025.html

2 令和8年7月10日
トラックドライバーの１運行当たりの平均拘束時間に関する調査結果の公表
～荷待ち・荷役等時間が約３時間から約２時間へ減少～

https://www.mlit.go.jp/report/press/tok
atsu02_hh_000084.html

3 令和8年4月 働き方改革推進支援助成金（取引環境改善コース）のご案内

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsu
ite/bunya/0000200273_torihikikannkyou.
html

4 令和8年6月26日
令和８年度「トラック輸送省エネ化推進事業」の２次公募を７月２
９日から開始します

https://www.pacific-
hojo.jp/2026r08/index.html

5 令和8年7月9日
中小物流事業者の労働生産性向上事業（物流施設におけるDX推
進実証事業）の２次公募を開始します！

https://www.mlit.go.jp/report/press/tok
atsu02_hh_000083.html

6 令和8年7月13日
中小物流事業者の労働生産性向上事業費補助金（荷役等の効率化に向
けた「標準仕様パレット」の利用促進支援事業）の３次公募について

https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu
01_hh_001030.html

7 令和8年7月10日
第1回 「物流政策推進関係者会議」の開催
～物流に関する施策の総合的かつ集中的な推進に向けて～

https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu
02_hh_000085.html

8 令和8年6月26日
事故防止対策支援推進事業に係る補助金の申請受付を開始
～トラック、バス、タクシー運送事業者等の交通事故防止のための先進的な
取組等を支援～

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha
07_hh_000567.html
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実態調査に基づく宅配便の再配達率の推移
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トラックドライバーの１運行当たりの平均拘束時間に関する調査結果

【調査概要】
○調査対象：一般貨物自動車運送事業のうち実運送を行う事業者

○調査期間：2025年11月25日から同年12月24日まで

○調査内容：2025年４月から同年８月までの通常期における代表的な１日の運行について、主に以下の項目を調査
①運転時間、②荷待ち時間、③荷役時間、④附帯作業時間、⑤点検・点呼に要した時間、⑥休憩時間

＜トラックドライバーの１運行当たりの平均拘束時間とその内訳＞
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【調査結果概要】
○ 今回、トラックドライバーの１運行当たりの平均拘束時間は10時間13分であり、荷待ち・荷役等時間は２時間２分であった。

○ 今回調査（2025年度）では、前回調査（2024年度）と比較して、運転時間は横ばいながら、平均拘束時間が大幅に減少した
（▲１時間33分） 。その主な要因としては、荷待ち・荷役等が減少（▲１時間16分）したこととなっている。

○ 2025年４月から改正物流効率化法が施行され、荷主・物流事業者に対して、荷待ち・荷役等時間の短縮などの努力義務を課さ
れており、各主体がその履行に努めていることが寄与しているものと思われる。

○ 国としては、改正物流効率化法に基づく基本方針において１運行の荷待ち・荷役等時間を２時間以内にする目標を掲げているところ、
個別には長い荷待ち・荷役等時間が発生しているケースがあることも踏まえ、目標が安定的に達成され、さらに短縮されるよう、引き続き
取り組んでいく。
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働き方改革推進支援助成金 取引環境改善コース    

荷受け時間を事前に予約できるトラック予約シス
テムを導入。荷主集団等の構成員である運送事業
者を含めて活用した結果、荷待ち時間が減った。

今まで人力で行っていた荷役作業に活用できる
ハンドリフトを導入。荷役作業の効率化につな
がった。

申請事例（想定）

申請スキーム

都道府県労働局 雇用環境・均等部（室）

発着荷主及び倉庫事業者等が取引相手となる運送事業者を含めた集団を構成し、トラック予約システムやハンドリフトの導入等によって、運送事業者の荷待ち・
荷役時間の短縮に向けた取組を行って一定の成果を上げた場合、その取組に要した費用を助成する。

発着荷主・倉庫事業者 運送事業者

荷主集団等

３社以上で構成されている

「発着荷主・倉庫事業者」と「運送事業者」が、

それぞれ１社以上構成員に含まれている

○ 荷主＋倉庫＋運送、倉庫＋運送＋運送
× 運送＋運送＋運送、荷主＋倉庫＋倉庫

運送事業者の1/2超は中小企業事業主 など

申請の流れ

が事業実施計画を作成

＋

〔申請期限〕 令和８年11月30日(月)PM5:00必着

改善事業 成果目標

荷主集団等
交
付
申
請

を実施 → を達成

〔実施期限〕 令和９年２月14日(日)

改善事業 成果目標
事
業
実
施

の範囲内で助成金を支給

〔申請期限〕 事業実施予定期間終了から30日後
または

令和９年２月26日(金)のいずれか早い日 必着

助成対象経費
支
給
申
請

〔助成額〕

① 対象経費の合計額 または ② 上限額：100万円
のうち、いずれか低い方の金額
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〇 中小物流事業者における業務効率化や働き方改革のための自動化・機械化・デジタル化を推進する
必要があるため、物流施設へのシステムや機器の導入による自動化・機械化・デジタル化の取組を支援
することにより、物流施設におけるDXの強力な推進を図る。

中小物流事業者の労働生産性向上事業（物流施設におけるDX推進実証事業）

○ トラック予約受付システムと、AIカメラシステムや伝票電子化システムと
を連携させ、トラックの円滑なバース入庫を実現し、荷待ちを解消する。

○ また、バースにおける、庫内作業による荷待ちが発生しないよう、無人
搬送車による迅速なパレット準備等を行う。

事業のイメージ事業概要

○ 物流施設を保有・使用する物流関係事業者が、ト
ラックドライバーの荷待ち・荷役の削減、施設の省人化
を図るため、物流施設における、

   ・システム構築・連携
   ・自動化・機械化機器の導入
を同時に行う場合、その経費の一部を支援するとともに、
専門家による伴走支援、効果検証等を行う。

入構前にトラック
予約受付

入構前に電子
伝票受付

スムーズな入構と効
率的な庫内作業

迅速かつ円滑な
荷役

自動化機器による
庫内作業の省力化

無人フォークリフト 無人搬送機器

AIカメラによる
スムーズな受付

ハンディターミナルによる
効率的な貨物管理

【物流施設における業務効率化の事例】

専門家が、効果的なシステム構築・連携、DX機器選定等を支援 12
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物流政策推進関係者会議の設置について

１．構成員

令和８年 

７月 第１回 物流政策推進関係者会議

• R8.4から施行されたトラック適正化二法、改正物流法等の施行状況

• 「適正原価」に関する今後の検討の進め方

• R8.3に閣議決定された総合物流施策大綱を踏まえた施策の進め方

秋～冬頃 第２回 物流政策推進関係者会議

• トラック適正化二法の施行に向けた体制整備等に係る検討状況

•総合物流施策大綱に位置づけた施策の進捗状況報告、施策の進め方の確認 等

令和９年

春頃 第３回 物流政策推進関係者会議

• 「適正原価」に関する検討状況の報告・議論

•総合物流施策大綱に位置づけた施策の進捗状況報告、施策の進め方の確認 等

３．スケジュール（想定）

２．主な議題（想定）

•貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する施策

（例：トラック適正化二法により導入される「適正原価」・許可更新制度など）

•物流革新の「集中改革期間」における必要な物流の機能を維持するための施策

（例：各省庁における総合物流施策大綱に基づく施策の進捗管理など）

※構成員及びオブザーバーについては議題に応じて追加することを想定

議長 国土交通省大臣官房総括審議官

副議長 農林水産省大臣官房総括審議官（新事業・食品産業）

経済産業省大臣官房商務・サービス審議官

構成員 公正取引委員会事務総局経済取引局長

警察庁交通局長

消費者庁次長

厚生労働省労働基準局長

中小企業庁次長

国土交通省道路局長

環境省水・大気環境局長

公益社団法人全日本トラック協会

全日本運輸産業労働組合連合会

○令和７年６月に議員立法により成立した「貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律」において、

政府は、物流に関する施策の総合的かつ集中的な推進を図るため、物流政策推進会議を設ける旨が規定されたことを踏まえ、「我が

国の物流の革新に関する関係閣僚会議」の枠組みを発展的に改組し、令和8年3月に「物流政策推進会議」を設置・開催。（「物

流政策推進会議の開催について」 令和8年3月27日 閣議口頭了解）

○同法及び同口頭了解において、物流の実務に関して十分な知識と経験を有する者によって構成される関係者会議を設ける旨も規定さ

れていることから、物流政策推進会議の下に「物流政策推進関係者会議」を設置する。

資料１
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⚫ 先進安全自動車（ASV）の普及を促進し、事故の削減を図るため、自動車運送事業者に対して、
衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き）等の購入補助を実施。

○補助制度

補助対象装置 補助対象車種 補助率 補助上限 ※１

① 衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き） 車両総重量3.5t超のトラック、バス

１／２

100,000円※２

② 車間距離制御装置＋車線維持支援制御装置 トラック、バス、タクシー 100,000円

③ ドライバー異常時対応システム トラック、バス、タクシー 100,000円

④ 先進ライト トラック、バス、タクシー 100,000円

⑤ 側方衝突警報装置 車両総重量3.5トン超８トン以下のトラック、バス 50,000円

⑥ 後側方接近車両注意喚起装置 車両総重量3.5トン超のトラック、バス 50,000円

⑦ 統合制御型可変式速度超過抑制装置 バス 100,000円

⑧ アルコール・インターロック トラック、バス、タクシー 100,000円

⑨ 道路標識注意喚起装置 トラック、バス、タクシー 30,000円

⑩ 車輪脱落防止予兆検知装置（後付け含む） 車両総重量８トン以上のトラック、乗車定員30人以上のバス 50,000円

⑪ 自動式前照灯照射方向調節装置 車両総重量3.5トン超のトラック、バス、タクシー 50,000円

⑫ 事故自動緊急通報システム（後付け含む） トラック、バス、タクシー
（新車装着） 50,000円

（後付け） 30,000円

※対象装置は令和８年度

※１ １車両あたり複数の装置を装着する場合にあっては、１車両当たり上限 トラック：200,000円（車輪脱落予兆検知装置装着時：250,000円） バス：300,000円 タクシー：150,000円
※２ 衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き）を装着したトラクタを導入する場合にあっては、トレーラとセットで導入した場合、１装置あたりの上限額を150,000円とし、

それ以外の場合は100,000円とする

先進安全自動車（ＡＳＶ）の補助制度の概要

衝突被害軽減ブレーキ
（歩行者検知機能付き）

車間距離制御装置＋
車線維持支援制御装置

ドライバー異常時
対応システム

先進ライト 側方衝突警報装
アルコール・

インターロック
事故自動緊急
通報システム

後側方接近車両
注意喚起装置

車輪脱落予兆
検知装置

道路標識
注意喚起装置

統合制御型可変式
速度超過抑制装置

警報範囲

検知範囲

オートレベリング
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